
　第七号様式 (第35条関係)

貸借対照表

令和  7 年 3 月 31 日
 (単位　円)

 資 産 の 部

 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 固 定 資 産 [ ] [ ] [△ ]

 　有形固定資産 [ ] [ ] [△ ]

 　　土地

 　　建物 △

 　　構築物 △

 　　教育研究用機器備品 △

 　　管理用機器備品

 　　図書

 　　車両

 　特定資産 [ ] [ ] [ ]

 　　施設設備引当特定資産

 　その他の固定資産 [ ] [ ] [ ]

 　　ソフトウェア

 　　電話加入権

 　　差入保証金

 流 動 資 産 [ ] [ ] [ ]

 　　現金預金

 　　未収入金

 　　貯蔵品

 　　預け金

 資 産 の 部 合 計

 負 債 の 部

 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 固 定 負 債 [ ] [ ] [ ]

 　　長期借入金

 　　長期未払金

 流 動 負 債 [ ] [ ] [△ ]

 　　短期借入金 △

 　　未払金 △

 　　預り金 △

 負 債 の 部 合 計 △

 純 資 産 の 部

 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 基 本 金 [ ] [ ] [△ ]
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864,980,566 872,548,318 7,567,752

823,997,621 834,817,203 10,819,582

136,388,800 136,388,800 0

634,245,526 650,746,504 16,500,978

34,600,446 38,170,565 3,570,119

5,063,173 5,856,664 793,491

3,955,410 3,058,416 896,994

596,248 596,248 0

9,148,018 6 9,148,012

28,478,808 25,464,018 3,014,790

28,478,808 25,464,018 3,014,790

12,504,137 12,267,097 237,040

976,840 739,800 237,040

74,984 74,984 0

11,452,313 11,452,313 0

129,309,044 106,786,929 22,522,115

89,237,228 82,900,463 6,336,765

39,315,731 23,190,218 16,125,513

433,256 373,419 59,837

322,829 322,829 0

994,289,610 979,335,247 14,954,363

148,363,200 129,901,200 18,462,000

140,888,000 127,512,000 13,376,000

7,475,200 2,389,200 5,086,000

50,746,867 73,142,788 22,395,921

19,592,988 30,750,783 11,157,795

30,444,833 40,422,579 9,977,746

709,046 1,969,426 1,260,380

199,110,067 203,043,988 3,933,921

852,576,252 882,767,132 30,190,880



 　　　　科　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減 

 　　第１号基本金 △

 繰越収支差額 [△ ] [△ ] [ ]

 　　翌年度繰越収支差額 △ △

 純資産の部合計

 負債及び純資産の部合計

１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

学校法人会計基準第３８条の規定により徴収不能引当金は設定していない。

期末要支給額は私学退職金財団からの交付金と同額のため、退職給与引当金は設定していない。

２．重要な会計方針の変更等

該当なし

３．減価償却額の累計額の合計額　　　　　　　　　　　　１６１，９４５，９１１円

５．担保に供されている資産の種類及び額　　　土地　　　１３６，３８８，８００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物　　　６３４，２４５，５２６円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３４，４１９，１０４円

学校法人会計基準第39条の規定により、第4号基本金の組入れはない。

-  9  -
８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

注記

　徴収不能引当金

退職給与引当金

４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入を行うこととなる金額

７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

852,576,252 882,767,132 30,190,880

57,396,709 106,475,873 49,079,164

994,289,610 979,335,247 14,954,363

57,396,709 106,475,873 49,079,164

795,179,543 776,291,259 18,888,284



（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース物件の種類　　　　　　リース料総額　　　　　未経過リース料期末残高

平成２１年３月３１日以前に開始したリース取引

　該当なし

（２）関連当事者との取引
関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

注）借入金は借入金明細表を参照
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━
土地の
使用許
諾

差入保証
金の差入

━
差入
保証金

5,726,157円
理事
の近
親者

太田史子 ━ ━ 看護師 ━

━
土地の
使用許
諾

差入保証
金の差入

━
差入
保証金

5,726,156円理事 清水伸子 ━ ━ 副園長 ━

関係内容 取引の
内容

取引金額 勘定科目 期末残高

役員の
兼任等

事業上
の関係

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引は
次のとおりである。

平成２１年４月　１日以降に開始したリース取引

教育研究用機器備品　　　　　　7,781,184円　　　　　　 　　1,048,032円

属性 役員・法
人等の名

称

住所 資本金又
は出資金

事業の
内容又は
職業

議決権の
所有割合


